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       出所: 林(2020)を元に筆者作成 






































      出所: (林、2001、p28)を元に筆者作成 








































































































































暴風 竜巻 豪雨 豪雪 洪水 がけ崩れ 土石流
高潮 地震 津波 噴火 地すべり その他
自助
個人・家族 コミュニティ 民間企業等 自治体 国 外部機関
防災意識 　孤立集落 BCP 住民参加 災害救助法 自衛隊
防災行動 地域の営み 救援物資供給 　支援力・受援力 法と福祉 在日米軍
避難行動 　体験活動 　避難所運営 事故賠償 国際赤十字MT



















































日本 37.86 10.35 27.3
イギリス 24.38 20.63 84.6
フランス 54.79 39.72 72.5
ドイツ 35.67 23.79 66.7
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     注: 吹き出しは主要災害、阪神淡路対震災の死者には関連死を含む 
出所: 内閣府 令和元年度防災白書付属資料 7 を元に筆者作成 
図 1.4 日本の災害死者推移 
 
(4) 国際貢献 








した気候変動対策への貢献を行うとしている(外務省、SDGs アクションプラン 2019) 。 


































































出所: 内閣府 「国際防災協力活動の経緯」 を元に筆者作成 




































出所: 消防庁 災害情報各年版を元に筆者作成 






















注 3. 1967 年～2016年に、世界中で大規模な自然災害は 8,000件程度(年平均 160 件)発生 
し、死者数は 280 万人(年平均 5.6万人)にのぼっている。この間の経済的な損失は 7,300



















同期間の死者の地域別発生は、南アジア 882 千人、アフリカ 723 千人、東南アジア 438











注表 1  主要各国の防災の中心組織と役割等 
 



































































害第 4 章、降雨災害第 5章)と学生意識調査(第 6章)を通してその要因を確認する。 








































































出所: 内閣府 日本の災害対策 




































出所: 国土交通省気象庁 各地の気象台・施設等機関 
図 3.2 気象庁の組織構造 
 
(2)自治体の責務 



















 なお、国民の防災に関する意識は、内閣府の防災に関する世論調査 2018 によれば、自
然災害について、被害に遭うことを具体的に想像したことがあるのは、「地震」(81.0％)、
管区等 (管区気象台) 札幌 仙台 東京 大阪 福岡 沖縄
地方気象台 函館他 青森他 水戸他 神戸他 長崎他 宮古島他
測候所 帯広 名瀬
航空地方気象台 　 成田他 関西航空 福岡航空



















































出所: 内閣府 日本の災害対策を元に筆者作成 




































出所: 内閣府 主な災害対策関係法律の類型別整理表を元に筆者作成 
図 3.4  日本の防災法体系 
 
② 自治体内 
 自治体の防災政策は、図 3.5の過程を経て形成される。 
 
出所: 伊藤、2002 p136 図 5-1 標準的な条例制定手続きを元に筆者修正 
図 3.5 標準的な条例制定手続き 
 
 




風水害 河川法 警察法 激甚災害法
地滑り、崖崩れ、土石流 砂防法、森林法、地滑り等防止法など 自衛隊法 　　　　　その他各論的に





















































































































































注: 2019 年(当初予算)を除き補正後予算額 
出所: 内閣府 年度別防災関係予算額を元に筆者作成 

































































































(a) セクショナリズム: これは、相互連携が不十分な事態が考えられる。 
(b) 形式主義: これは、継続性の考慮が不十分であると考えられる。 















 以上は、表 3.1の通りまとめられる。 
以下の章で、阻害する要因を事例研究、意識調査を通して把握し、一般化を図る。 
 








防災の日(9月 1日:関東大震災発災日)、防災週間(毎年 8月 30日から 9月 5日)(内閣府、
「防災の日」及び「防災週間」について)、防災国民大会(2016 年に第一回大会開催)、 
1 月 17 日(阪神淡路大震災発災日、防災とボランティアの日)、1 月 15 日から 21 日の 1
週間(防災とボランティア週間)、1月 26 日(法隆寺金堂消失日、文化財防火デー)、3月 7
日(消防記念日)、3 月 1 日～3 月 7 日(全国山火事予防運動・車両火災予防運動)、6 月の




























































注表 3.1 2011 年～2019年の激甚災害の適用実績
 



















































注表 3.2 2011 年～2019年激甚災害指定災害の主な被災地(都道府県別)の指定回数 
 
出所: 表 3.6 を元に筆者作成 
 
注表 3.3 災害別激甚災害指定回数(2011 年～2019 年) 
 
出所: 表 3.6 を元に筆者作成 
 









北海道 青森 岩手 宮城 福島
3 1 3 4 3
茨城 栃木 千葉 新潟 長野
3 3 3 4 4
群馬 東京 神奈川 山梨
1 1 1 1
京都 兵庫 大阪 奈良 三重
2 2 2 2 2
和歌山
1
広島 徳島 愛媛 高知 岡山
2 1 3 1 1
鳥取
1
熊本 宮崎 鹿児島 福岡 大分
















関東・甲信越  21 
中部・関西    11 
中国・四国     9 
九州     14 
29 
 
注表 3.4 契機となった災害と防災の法制度・体制の変遷 
出所: 内閣府「戦後の防災法制度・体制の歩み」を元に筆者作成 
契機となった災害名称・発生年 導入年 導入法・制度










































































① 豪雪地帯と特別豪雪地帯は表 4.1、図 4.1のように指定されている。 
 
表 4.1 豪雪地帯と特別豪雪地帯の自治体数 
 
出所: 総務省 豪雪地帯及び特別豪雪地帯の指定地域詳細(平成 31 年 4 月 1 日現在) 
市 町 村 市 町 村
北海道 北海道 35 129 15 15 61 10
青森県 10 22 8 6 5 2
岩手県 14 15 4 1 1 0
宮城県 4 4 0 1 0 0
秋田県 13 9 3 8 3 2
山形県 13 19 3 9 14 3
福島県 4 11 5 1 10 3
栃木県 2 1 0 0 0 0
群馬県 3 6 5 0 0 1
新潟県 20 6 4 14 3 1
富山県 10 4 1 4 2 0
石川県 11 8 0 2 0 0
福井県 9 8 0 2 2 0
山梨県 1 1 0 0 0 0
長野県 9 3 8 2 2 6
岐阜県 7 2 1 2 1 1
静岡県 2 0 0 0 0 0
滋賀県 4 0 0 1 0 0
京都府 6 2 0 0 0 0
兵庫県 5 2 0 0 0 0
鳥取県 4 14 1 0 0 0
島根県 4 4 0 0 0 0
岡山県 4 2 2 0 0 0
広島県 4 2 0 0 0 0












注. 2010 年 4 月 1 日現在 
出所: 全国積雪寒冷地帯振興協議会     
図 4.1  豪雪地帯・特別豪雪地帯の分布 
 





















出所: 国土交通省 「豪雪地帯対策特別措置法について」を元に筆者作成 







表 4.2  防災施設設備の整備        単位:億円             
 




















項目/金額 2,013 2,014 2,015 2,016 2,017
民間の認定こども園、幼稚園、保育所等における雪害防止 6,004 6,645 8,356*
民間社会福祉施設の雪害防止 0.06 0.06
積雪地帯における治山事業の推進 810* 619* 619* 5,839*
冬期における道路交通の確保 16,983* 17,239* 18,373*
雪に強いまちづくりの推進(*1) 56* 55* 52*
融雪時の出水や雪崩に伴う土砂流出対策等









込まれなどによる事故も多くなっている(注 3)。その死者の半数以上を 65 歳以上の高齢者
が占めている(消防庁、災害情報)。 
 
表 4.3 雪害死者の発生理由 
 











 先行研究は、表 4.4の通りにまとめることができる。 
 
表 4.4 雪害の先行研究の項目別分類 
 




65歳未満 65歳以上 65歳未満 65歳以上 65歳未満 65歳以上 65歳未満 65歳以上 65歳未満 65歳以上 65歳未満 65歳以上
雪崩 0 0 2 0 2 0 9 1 9 0 1 0
除雪 23 60 15 54 13 52 19 49 0 4 16 86
落雪 3 5 2 13 3 6 3 4 0 3 1 4
建物倒壊 0 0 4 10 0 2 1 2 0 1 0 2
その他 8 5 13 9 1 4 3 1 1 1 5 1
合計 34 70 41 86 19 64 35 57 10 9 23 93
死因/年








倍から 3.2 倍と大きく，労働時間あたりのリスク FAFR(注 4)を用いて比較すると，人身雪





















































   出所: 国土交通省「豪雪地帯対策における施策の実施状況等」2. 豪雪地帯の現状を元に筆者作成 









































人口増減率 0=人口数に変化なし、人口数は国勢調査結果。このため、計測年が 5 年毎となっ
ている。 
出所: 国土交通省「豪雪地帯対策における施策の実施状況等」2. 豪雪地帯の現状を元に筆者作成 
































出所: 国土交通省「豪雪地帯対策における施策の実施状況等」2. 豪雪地帯の現状を元に筆者作成 




































1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
全国 豪雪地帯(含む特別降雪地帯) 特別豪雪地帯
単位(%) 平成 18年豪雪 
38 
 





















最頻値 中央値 平均値 最大値 最小値
全国 0.30 0.45 0.51 2.18 0.06
北海道 93市町村 0.26 0.23 0.27 1.65 0.08
青森県 27市町村 0.28 0.28 0.34 1.74 0.10
岩手県 32市町村 0.16 0.33 0.36 0.75 0.15
宮城県 8市町村 0.31 0.48 0.47 0.91 0.31
秋田県 12市町村 0.26 0.30 0.30 0.67 0.11
山形県 9市町村 0.20 0.31 0.36 0.78 0.16
福島県 20市町村 0.38 0.29 0.34 0.82 0.09
栃木県 3市町村 無し 0.77 0.73 0.81 0.60
群馬県 14市町村 0.45 0.45 0.50 0.85 0.25
新潟県 12市町村 0.41 0.44 0.50 1.27 0.09
富山県 9市町村 0.69 0.59 0.57 0.83 0.36
石川県 17市町村 0.23 0.54 0.51 0.87 0.20
福井県 13市町村 無し 0.63 0.60 1.05 0.14
山梨県 2市町村 無し 0.37 0.37 0.54 0.19
長野県 20市町村 0.54 0.41 0.41 0.74 0.14
岐阜県 10市町村 0.31 0.44 0.44 0.63 0.28
静岡県 2市 無し 0.89 0.89 0.90 0.88
滋賀県 4市 無し 0.56 0.58 0.82 0.39
京都府 8市町 無し 0.31 0.38 0.70 0.12
兵庫県 7市町 0.39 0.35 0.33 0.43 0.23
鳥取県 19市町村 0.27 0.28 0.33 0.68 0.13
島根県 8市町 0.17 0.21 0.26 0.41 0.13
岡山県 8市町村 無し 0.28 0.29 0.54 0.13
広島県 6市町 無し 0.33 0.38 0.65 0.26
39 
 
表 4.6  豪雪地帯の有効求人倍率 
           (新規学卒者を除き、パートタイムを含む) 
 
注: 2019 年 4 月末日現在、就業地別、季節調整値 
有効求人倍率: 「新規求人数」 を「新規求職申込件数」で除して得た「新規求人倍率」 
と、「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除して得た「有効求人倍率」の２種 
類がある。 
出所: 厚生労働省 一般職業紹介状況(職業安定業務統計)を元に筆者作成 
 
b. 生産性向上阻害要因 
(a) OA 化  
















 近年の大きな雪害である、平成 18 年豪雪(2006年)の人的被災の体験を踏まえて、雪害防
止に対して、自主防災組織が有効と判断されておれば、当該自治体の自主防災組織カバー
全国 1.63
北海道 1.28 福井県 2.25
青森県 1.39 山梨県 1.60
岩手県 1.56 長野県 1.74
宮城県 1.66 岐阜県 2.21
秋田県 1.63 静岡県 1.74
山形県 1.69 滋賀県 1.68
福島県 1.71 京都府 1.65
栃木県 1.59 兵庫県 1.55
群馬県 1.81 鳥取県 1.88
新潟県 1.67 島根県 1.91
富山県 2.18 岡山県 2.07























2006 2007 2017 2018
北海道(豪雪地帯) 18 134 45.1 47.5 56.2 59.7
青森県(豪雪地帯) 7 74 26.1 27.8 48.7 53
岩手県(豪雪地帯) 2 10 60 65.9 85.3 86.9
秋田県(豪雪地帯) 24 71 61.8 62.1 69.6 70.5
山形県(豪雪地帯) 13 160 57.8 60.4 88.1 88.1
福島県(豪雪地帯) 3 27 84.8 78.9 79.8 76.8
群馬県(豪雪地帯) 1 8 69 68.5 85.7 88.1
新潟県(豪雪地帯) 32 114 35.7 44.1 84 85
富山県(豪雪地帯) 4 44 44.7 51.1 79 79.6
石川県(豪雪地帯) 6 11 67.1 67.9 95.3 95.5
福井県(豪雪地帯) 14 36 61 70 90.7 90.2
長野県(豪雪地帯) 8 106 78.7 81.4 93 93.9
岐阜県(豪雪地帯) 4 49 92 91.3 89.7 90.3
滋賀県(豪雪地帯) 4 7 68.9 77.9 86.5 88.2
京都府(豪雪地帯) 0 4 85.5 86.9 90.6 90.4
千葉県(非豪雪地帯) 0 1 46.6 54.4 63.5 67.4
神奈川県(非豪雪地帯) 0 2 78.7 93 79.1 78.3





4.7 事例研究 Ⅰ 新潟県 
 
(1) 研究対象先の選定 














表 4.9 新潟県の過去の主要災害 
 
 注: 〇=災害発生  
出所: 新潟県 「これまでの被害状況について」を元に筆者作成 
順位 都道府県 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 累計
1 北海道 23 31 33 17 14 11 15 22 166
2 新潟 20 28 7 7 11 2 6 20 101
3 秋田 21 14 18 17 11 3 5 7 96
4 山形 17 17 13 3 7 3 5 16 81
5 青森 3 21 16 7 7 2 2 4 62
6 長野 6 8 5 6 10 1 6 8 50
雪 大雨 台風 暴風・強風 土砂災害 地震
2004 〇 〇 〇 　 　 〇
2005 〇 〇 〇 　 〇
2006 〇 　 〇 〇
2007 〇 〇 　 　 〇
2008 〇 〇 　 　 　
2009 〇 〇 〇 　 〇
2010 〇 〇 〇 〇 〇
2011 〇 〇 　 〇 〇 〇
2012 〇 〇 〇 〇 〇
2013 〇 〇 〇 〇 〇 　
2014 〇 〇 〇 〇 〇
2015 〇 〇 〇 　 　
2016 〇 〇 〇 〇 　
2017 〇 〇 〇 〇 　















2004 年中越大震災、2007 年中越大震災、7 月新潟豪雨災害等、2009 年原子力防災体制
の充実・強化、2012 年新潟沖地震、東日本大震災、2013 年国防災基本計画の修正、2014
年・2016 年災対法見直し、2018 年・2019 年国防災基本計画修正に伴う見直しに基づいて
修正を行った。2019年 3月には集中的な大雪に備えた対策の強化を行った(注 7)。  
➃ 地域防災計画の雪害対策 


















































(b) 事業の進捗が評価可能な計画等が無いもの  
 ・ 将来的な数値目標や達成期限が定められていないもの 
  順調: 事業を進捗していく上で明確な課題が無いもの 




 ・ 現在すでに課題が顕在化しているまたは現行基本法の計画期間以前に課題顕在化 
  概ね順調: すでに課題改善に向けて着手している 
  さらに取組みが必要: 具体的な改善案の検討を終えている 
  より一層の取組みが必要: 課題改善に未着手または方向性を検討中のもの 
a. 個々の事務事業評価の定量化 






 4点 順調 
 3点以上 4点未満 概ね順調 
 2点以上 3点未満 さらに取組みが必要 
 1点以上 2点未満 より一層の取組みが必要 
➃ 2017 年の基本計画の各事業に対する評価結果 
 表 4.10 の通り、全ての施策が順調、またはおおむね順調となっており、計画通り完了し
た、あるいは計画通り完了のめどがついた施策という評価がなされている。 
 
表 4.10 新潟県の雪害対策施策評価 
 


























表 4.11 国の災害情報開示フォーム 
 
 










a. 12 月 21 日、小千谷市で 63 歳男性が勤め先ホテルのベランダの雪庇を落とす作業中に転
落し死亡。  
b. 12 月 22 日、新発田市で雪下ろし作業中に転落し重体となっていた 76 歳男性が死亡（12
月 21 日発生）。 
c. 12月 25日、魚沼市で 73 歳男性が自宅前を除雪作業中（12 月 23日）流雪溝に転落し死
亡（12 月 25日発見確認）。  
d. 12 月 27 日、長岡市で 84 歳男性が除雪作業中に誤って用水路に転落し死亡。以下略 
 
死者 行方不明 重傷 軽傷 全壊 半壊 一部破損 床上浸水床下浸水 公共施設 その他
人　 人　 人　 人　 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟






死者の内訳 65歳未満 65歳以上 合計
雪崩による死者 1 0 1
屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者 16 86 102
落雪による死者 1 4 5
倒壊した家屋の下敷きによる死者 0 2 2
その他 5 1 6




 新潟県の気象地区は 4つに分かれており、雪害の死傷者が多いのは表 4.12の通り、上越、
中越区域となっている。この中で、累計死傷者が多い 3 市を選び、事例研究を行う。 
① 対象市町村の選定  
選定市町村は長岡市、十日町市、上越市でその理由は、雪害死傷者数の累計上位 3市で、

















死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者
妙高市 33,199 33.9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 1 3 1,199
上越市 196,987 30.1 3 40 3 5 1 8 0 0 0 0 0 0 7 53 987
長岡市 275,133 28.9 3 10 0 0 1 2 0 6 0 0 3 55 7 73 611
十日町市 54,917 36.0 0 0 0 0 3 24 0 0 1 4 4 7 8 35 1,167
柏崎市 86,833 31.0 4 5 0 0 0 0 1 0 0 0 2 3 7 8 373
南魚沼市 58,568 29.2 0 0 0 0 2 4 0 0 2 9 0 0 4 13 na
三条市 99,192 29.8 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 na
小千谷市 36,498 32.3 0 0 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 2 5 na
魚沼市 37,352 32.9 0 0 1 2 1 8 0 0 0 0 0 0 2 10 838
湯沢市 8,046 33.9 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 na
加茂市 27,852 33.0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 na
津南町 10,092 39.0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 1 2 1,358
新潟市 810,157 27.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 319
阿賀野市 43,415 30.1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 na
阿賀町 11,680 45.3 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 3 3 3 744




















出所:新潟県 防災ポータル 「これまでの被害状況について」各年版を元に筆者が個票作成し、分析した。 
図 4.7 雪害死者の年代別、死因内訳 
 
なお、実数で示せば、表 4.13 の通り、被災者数、被災発生率(各年齢別の発生数/総発生
数)ともに 80 代が最多となっている。続いて、70代が続いている。 
 































































出所: 出所:新潟県 防災ポータル 「これまでの被害状況について」各年版を元に筆者個票作成、分析 












































佐渡: 佐渡島 以上 気象庁気象予報区分 
出所:新潟県防災ポータル「これまでの被害状況について」各年版を元に筆者作成、分析 





















































































表 4.14 豪雪地帯、特別豪雪地帯の指定状況 
 
注: 豪雪地帯:豪雪地帯対策特別措置法第 2 条によって指定。冬期に大量の積雪がある地域。特別豪雪地帯:
積雪が特に大きく住民生活に支障をきたす地域。 
出所: 国土交通省 豪雪地帯及び特別豪雪地帯の指定 
 












新潟市 〇 金沢市 〇
三条市 一部〇 七尾市 〇
長岡市 一部〇 小松市 〇
柏崎市 一部〇 輪島市 〇
小千谷市 〇 珠洲市 〇
加茂市 〇 加賀市 〇 一部〇
十日町市 〇 羽昨市 〇
魚沼市 〇 白山市 〇 一部〇
南魚沼市 〇 津幡町 〇
妙高市 〇 内灘町 〇
佐渡市 〇 能登町 〇
上越市 一部〇 宝達志水町 〇






           表 4.15  最深積雪量推移       単位: cm 
 
出所: 国土交通省気象庁 過去の気象情報 
 
c. 雪害人的被災 
 図 4.10、図 4.11 の通り、死者、重傷者共に新潟県の方が多い。また、新潟県は 2018 年
に発生数が急増している。 




出所: 消防庁 災害情報 各年版を元に筆者作成  
図 4.10 雪害死者推移 
 
広域自治体 基礎自治体 2013 2014 2015 2016 2017 2018
長岡市 125 96 92 95 79 145
十日町市 304 188 303 114 190 250
金沢市 24 22 26 24 30 87


















出所: 消防庁 防災情報各年版を元に筆者作成 
図 4.11 雪害重傷者推移 
 



















2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
雪害重傷者推移
新潟県 石川県
死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者
金沢市 1 6
七尾市 1 1
輪島市 1 1 1 2
加賀市 1 1 1 1
白山市 1 2 3 2 1 1 1 1
津幡町 1 1
内灘町 1
能登町 1 1 1 3















  次いで、人口当たりの雪害死傷者の発生率は表 4.18 の通りであり、新潟県の発生率は死
者、重傷者ともに石川県よりも高くなっている。 
 
表 4.18 新潟県、石川県人口比雪害被災発生率上位基礎自治体     単位:% 
 






 表 4.19 の通り、新潟県は石川県の約 2 倍の規模となっている。ただし、1 人当たり
の県民所得は、国勢調査で人口が確定している 2015年の人口で県民所得を除した場合、




             表 4.19  新潟県と石川県の県民所得比較        単位: 10 億円 
 
出所: 総務省統計局 県民所得 
年少 生産人口 老年 内75歳以上
新潟県 2313 12.2 58.8 29.1 15.4
石川県 1156 13.1 59.8 27.1 13.0
人口(千人)
年齢別内訳(%)
新潟県 死者 新潟県 重傷者 石川県 死者 石川県 重傷者
阿賀町 0.017 十日町市 0.044 宝達志水町 0.008 能登町 0.017
湯沢市 0.012 阿賀町 0.026 輪島市 0.004 宝達志水町 0.008
津南町 0.010 魚沼市 0.021 白山市 0.001 珠洲市 0.007
十日町市 0.007 津南町 0.020 輪島市 0.007







2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
新潟県 6,578 6,570 6,165 5,976 6,115 6,094 6,135 6,368 6,245 6,400

















組成状況が重要となるが、その状況は表 4.20 の通りとなっており(消防庁 都道府県別
自主防災組織の現状)、石川県の方が新潟県よりも高い世帯カバー率となっている。 
 
表 4.20 自主防災組織の組成状況 
 





 2019 年 8 月末現在、新潟県 4,220 人、石川県 6,107 人で石川県が 1.4 倍多い状況と
なっている。また、2018 年 10 月 1日現在の県民人口比は、新潟県 0.2%、石川県 0.5%














新潟県 30 29 893,541 759142 85.0
































  新潟県の方が深い。 
c. 被災発生実数比較 
  実際の発生件数は新潟県の方が石川県より多い。先行研究の、雪が多いほど(明神ら、


























(10)  阻害要因の確認 
























































4.8 事例研究 Ⅱ 秋田県 
 
秋田県は県内すべての地域が豪雪地帯に指定されており、雪害死者数が北海道、新潟県




① 秋田県の災害  
秋田県の過去 20年間の災害被災者累計は、表 4.22の通り、雪害が最多となっている。 
 
表 4.22 秋田県の 1997 年～2017 年の自然災害被災者内訳 
  



























































注: 人口は国勢調査(2014 年までは 2010 年人口、2015 年以降は 2015 年人口) 
出所; 消防庁「災害情報」、総務省統計局「平成 27 年国勢調査」を元に筆者作成 
図 4.12 雪害上位都道府県別死傷者数推移 
 






死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 死者 重傷者 2010年 2015年
北海道 31 203 33 164 17 154 14 113 11 93 15 70 22 130 14 97 5,506 5,382
新潟 28 138 7 68 7 30 11 68 2 20 6 44 20 124 4 32 2,374 2,304
秋田 14 101 18 94 17 70 11 57 3 34 5 48 7 104 6 50 1,086 1,023
山形 17 170 13 92 3 63 7 80 3 24 5 67 16 90 10 34 1,169 1,124
青森 21 115 16 89 7 45 7 43 2 22 2 23 4 21 2 34 1,373 1,308
長野 8 11 5 22 6 32 10 35 1 12 6 19 8 13 1 10 2,152 2,099


















































2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019









 雪害状況公開フォームは、表 4.11 の形が多いが、細部は都道府県によりさまざまとな
っている。いずれも新潟県を除き個票データ化できるようにはなっていない。秋田県は、
表 4.24 の形式で他県より詳細に公開しているが、個票データ化できない点は変わらない。 
 















に性別、死因別に 2 分し、その合計値での分析に留めざるを得ない状態となっている。 
人数 摘要 前年同日
6 大館市2、横手市1、湯沢市1、東成瀬村1 7(-1)
重傷 50 鹿角市1、大館市6　以下略 104(-53)






屋根など 1 28 8 37
梯子など 2 6 6 12
転倒など 2 12 8 22
除雪機 1 4 9 14
0 0 6 6 6
0 0 0 0 0










区分 死亡 重傷 軽傷 計
65歳未満 0 23 10 33




③ 秋田県の雪害対策  
秋田県は司令部として雪害死者減少の戦略を司り、戦術を担うのは県内の市町村となる。 









































• 命綱 安全ベルトやハーネスを使用すると、より安全です。  
• ヘルメット 事故の際に頭部を守ります。あごひもはしっかりかけましょう。 















• 秋田県の取組 １月 25 日（土）から２月２日（日）は「雪害事故防止週間」! 
• 屋根に上る日は「雪下ろし注意情報」をチェック！ 









• 「町内の助け合い」 町内会単位で除雪に取り組む地域もあります。 




















 表 4.25 の通り、除排雪のための施策は各市ともほぼ共通しており、県内の市は秋田県が
目指している雪害防止施策に合わせた雪害防止施策を行っている。 
 













安全対策の推進 〇 〇 〇
新たな地域内の雪処理担い手造り 〇 〇 〇
市民協働の推進 〇 〇 〇
雪に強いまちづくり 〇 〇 〇
市民にやさしい雪道の実現 〇 〇 〇
雪情報の発信 〇 〇 〇





出所: 2020 年 2 月 6 日秋田市内で筆者撮影 
図 4.14  融雪装置 
 
 
出所: 2020 年 2 月 6 日秋田市役所前で筆者撮影 

















図 4.16 雪害情報公開までの流れ 
 
② 秋田県の雪害公表(人的被災について)内容 
 次の通り、合計ベースでしか発表しておらず、統計分析ができない。  
a. 死者総数と市町村別発生内訳 
b. 負傷者総数と市町村別発生内訳 




  アンケート実施期間: 2019 年 12 月 14 日～2020 年 2月 9 日 
  実施先: 秋田(ノースアジア大学)、青森(青森中央学院大学、八戸学院大学) 
   対象者: 経済学部、経営学部在籍学生 
  実施方法: ゼミ、集中講義受講生を対象に趣旨説明の後、15 分程度で記入させ、その場
で教員が回収した。 
有効回答人数(n) : 236 人 
② 結果 

















表 4.26  雪下ろしの体験  単位:人、% 
 
       出所: 筆者の独自アンケート 
 














識・克雪住宅化希望の各クロス分析結果は、表 4.30、表 4.31 の通りとなっている。 
 












実数 比率 実数 比率
98 61.3 44 73.3
8 5.0 3 5














雪おろしをしたことが無い 52 25 67
わからない 4 4 3
雪おろしをしたことがある 28 7 32
68 
 



















図 4.17 雪害に関する要因関係図 




雪おろしをしたことが無い 113 22 9
わからない 1 5 5
雪おろしをしたことがある 40 7 19
したくない わからない したい
雪おろしをしたことが無い 10 18 116
わからない 3 5 3




































 現在行われている雪害防止施策の多くは、70 代前半までの健康年齢者を対象としている。 












































































地域で、施行令により 2月の積雪の深さの最大値の累年平均が 50cm以上の地域または 1
月の平均気温の累年平均が摂氏 0度以下の地域をさす。 




注 4. FAFR は、Fatal Accident Frequency Rate の略であり、日本では労働災害発生状況と














注 8. 死者の内訳まで公表することにしたきっかけは、平成 18 年豪雪と考えられる(新潟県




注 9. 日常生活に制限のない期間（健康寿命）は、2016 年時点で男性が 72.14 年、女性が
74.79 年となっている。また、健康寿命と平均寿命の差を都道府県別にみると、男性は
青森県（平均寿命：78.67年、健康寿命：71.64年）が最も差が短く、奈良県（平均寿命：
81.36 年、健康寿命：71.39 年）が最も長い。女性は栃木県（平均寿命：86.24 年、 健
康寿命：75.73 年）が最も差が短く、広島県（平均寿命：87.33 年、健康寿命：73.62 年）





































































図 5.2 土石流等、地滑り、崖崩れの年度別発生件数 
 
5.3  巨大豪雨災害に対する評価、修正行動と成果 
 
 国(国土交通省)は、平成 26 年豪雨災害(2014 年)、平成 30 年豪雨(2018 年)災害において、
次のように評価している。 
(1) 平成26年8月豪雨災害 
 「消防庁災害情報 平成 26 年 8 月 20日 『8 月 19 日からの大雨等による広島県における









東地区、可部町地区、三入地区等) で、166 箇所にわたり土砂災害が発生(消防把握 8 月
20 日)した。  
b. 被害状況 
人的被害(死者 77 名((災害関連死含む))、重傷 46名、軽傷 22 名)、物的被害(住宅被害((全
壊 179 棟、半壊 217 棟、一部破損 190 棟、床上浸水 1,086 棟、床下浸水 3,097 棟))、公
















 出所: 国土交通省「基礎調査の完了に向けてラストスパート」 







「国土交通省 平成 30 年 7 月豪雨災害の概要と被害の特徴」は、本災害被災状況を次の
ように伝えている。 
① 被害 
  平成 30 年台風第７号及び前線等による大雨（平成 30 年７月豪雨）により、西日本を中
心に、広域的かつ同時多発的に、河川の氾濫、崖崩れ等が発生した。避難指示（緊急）は
最大で 915,849世帯・2,007,849名に発令され、その際の避難勧告の発令は 985,555 世帯・ 
2,304,296 名に上った。しかし、死者 223名、行方不明者 8 名、家屋の全半壊等 20,663棟、
家屋浸水 29,766 棟および断水が最大 262,322戸発生するなど、ライフラインにも甚大な被
害が広範囲で発生した。 
土砂災害警戒区域や土砂災害特別警戒区域などの指定に不可欠の基礎調査の完了は進捗
しているにも関わらず、2018 年の土砂災害(注 1)発生件数は、図 5.4 の通り、1 道 2 府 41
県で 3,459件にのぼり、従来最多件数であった 2004 年の 2,537 件を 900 件強超える、1983
年の集計開始以降最多件数を記録した(国土交通省、平成 30 年の土砂災害発生件数が確定し
ました)。 
これは、集計開始以降の平均発生件数(1,015 件)の約 3.4 倍であり、死者・行方不明者は





出所: 国土交通省、平成 30 年の土砂災害発生件数が確定しました 

























































  (c) 防災力向上支援 
地域防災力の向上のため、市町村の防災担当者や自主防災組織等の防災リーダーが土
砂災害に関する知識等の取得を支援する体制を強化する。 










































表 5.1 警戒レベル相当情報 
 
出所: 内閣府「防災担当 避難勧告等に関するガイドラインの改定～警戒レベルの運用等について」2019





































































5.5 事例研究Ⅰ 広島市 
 





いる。       
a. 人口  
広島市は1975年(昭和50年)以降、図5.5の通り、2016年(平成28年)まで一貫して人口が増
加している(注3)。人口流入に伴い、当然のことながら、宅地開発需要も拡大しており、市
街化地域も拡大している。                     
b. 市街化  




















































表 5.2 第二次大戦後の広島市の主要災害と被害 
 
注: 人的被災が生じた災害のみ抽出 





人 人 戸 戸 個所
死者 負傷者 家屋全壊 家屋半壊 土砂崩れ
1956 風水害 台風12号 0 3 4 1 0
1962 風水害 集中豪雨 0 2 2 10 72
1964 風水害 集中豪雨 4 1 6 1 37
1965 風水害 集中豪雨 7 4 3 16 24
1965 風水害 集中豪雨 3 1 3 2 8
1970 風水害 集中豪雨 0 2 3 19 102
1970 風水害 台風10号 0 2 0 3 1
1972 風水害 豪雨 0 1 0 1 0
1975 風水害 台風 0 2 0 0 2
1979 風水害 集中豪雨 0 4 1 4 91
1981 風水害 降雨 1 0 0 0 37
1982 風水害 大雨 6 2 5 4 147
1983 風水害 台風10号 0 1 1 0 80
1984 風水害 降雨 0 1 1 1 39
1985 風水害 降雨 1 2 12 8 462
1987 風水害 台風 0 4 1 1 0
1990 風水害 台風14号 0 1 0 0 3
1991 風水害 台風17号 0 1 0 0 1
1991 風水害 台風19号 2 54 9 141 7
1992 風水害 降雨 0 4 0 0 2
1992 風水害 台風10号 0 1 0 0 5
1994 風水害 降雨 0 1 0 0 1
1994 風水害 台風29号 0 2 0 0 0
1999 風水害 大雨 20 45 74 42 596
1999 風水害 台風18号 4 34 0 4 31
2001 地震 安芸灘 0 10 0 112 0
2002 風水害 大雨 2 1 0 0 2
2003 風水害 大雨 0 1 0 0 36
2004 風水害 大雨 0 4 0 0 7
2004 風水害 台風16号 0 3 0 0 1
2004 風水害 台風18号 1 60 0 6 7
2004 風水害 台風21号 0 2 0 0 2
2005 風水害 台風14号 0 3 3 72 41
2006 風水害 台風13号 2 2 0 1 79
2006 地震 大分県西部 0 2 0 0 0
2008 風水害 強風 0 1 0 0 0
2011 風水害 大雨 0 1 0 0 0
2011 風水害 台風6号 0 4 0 0 0
2011 風水害 台風15号 0 1 0 0 0
2011 地震 広島県北部 0 1 0 0 0
2012 風水害 暴風 0 1 0 0 0
2014 風水害 大雨 74 69 179 217 380
2014 地震 伊予灘 0 5 0 0 0
2015 風水害 台風11号 0 1 0 0 0
2015 風水害 台風15号 0 5 0 0 0


















表 5.3 豪雨災害被災地域 
 
出所: 平成11年豪雨は国土交通省「検証1999年の災害」、平成26年豪雨は土木学会 2014年広島豪    

















内容は死者・行方不明者 74 人、負傷者 69人、住宅全壊 179棟、半壊 217 棟、一部破損 189
棟、床上浸水 1,084棟、床下浸水 3,082棟となっている。 
 地区別では、安佐南区の死者 68 人、負傷者 54 人、避難世帯 739 世帯、避難者数 1,769
人、安佐北区は死者 6 人、負傷者 15 人、避難世帯 1,245 世帯、避難者数 2,886人となって
いる。2010 年国勢調査時の人口は、安佐南区人口 233,733 人、人口集中地区人口 199,662
































は、死者・行方不明者 25 人、負傷者 30 名、住宅全壊 111 棟、半壊 358 棟、一部破損 130
棟、床上浸水 894棟、床下浸水 978 棟となっている。 
 安芸区の死者 18 人、負傷者 11 人、安佐北区 3 人、東区 1 人、南区 1 人、行方不明安芸
区 2人、負傷者安芸区 25人、西区 2 人、安佐北区 3 人となっている。 
避難世帯 7,943世帯、避難者数 20,116人に避難を呼びかけ、9,489人が避難(47.1%)した。  
地区別の最大避難者数は、中区 68人、東区 1,611人、南区 17 人、西区 13人、安佐南区
1,164人、安佐北区 2,906 人、安芸区 2,906人、佐伯区 596 人となっている。 
➃ 2014年と 2018 年の被災の違いと防災評価 
 人的被災、物的被災ともに減少している。 






(4) 防災評価のエビデンス検証  
① まちづくり事業 



























だけとなっている(平成 29 年度広島市市民意識調査報告書)。 
 
表 5.6 広島市市民意見設問 
 
出所: 平成 29 年度広島市市民意識調査報告書 
 
 
項目/年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
歳出当初予算(百万円) 1,147,328 1,166,182 1,156,376 1,147,352 1,145,698 1,182,078 1,177,826 1,221,178 1,214,111 1,242,687
防災関係予算総額(百万円) 599 952 357 655 368 5,242 712 984 2,330 7,035
防災関係予算比率(%) 0.05 0.08 0.03 0.06 0.03 0.44 0.06 0.08 0.19 0.57
項目内訳/年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
防災行政無線の更新整備(百万円) 599 924
洪水ハザードマップの周知事業(百万円) 28
災害に強いまちづくりの推進(百万円) 357 218 26 3,614
急傾斜地崩壊防止対策(百万円) 437 342 443 637 683 662 820
土砂災害防止対策(百万円) 12 23 23 2 6













 b. 市民の避難意識 









 広島市の自主防災組織の組成状況は、表 5.8 の通りで、「1985 年ごろから、町内会・自治
会単位を基本とし、自主防災組織が設立され、現在では、市内全域に自主防災組織が設立













平成30年 平成26年 平成22年 平成16年
避難しなかった理由 1に対する比率 % 1に対する比率 1に対する比率
自宅にいるのが安全 1 60.1 1 1
避難所に行くのが危険 0.41 14.6 0.23 0.22
近隣が避難していない 0.3 5.6 0.06 0.14
設立数① 対象組織数② 組織率①/②(%)
2009 1932 1938 99.7
2010 1934 1948 99.3
2011 1935 1948 99.3
2012 1940 1949 99.5
2013 1944 1949 99.7
2014 1931 1935 99.8
2015 1931 1935 99.8
2016 1904 1904 100
2017 1903 1903 100
2018 1900 1900 100


















広島市総合計画→第 5 次広島市基本計画 
           ↓                   
         世界に誇れる「まち」の実現に向けた取組 
      ⇒災害に強い市民活動の推進 
 
広島市地域防災計画 (危機管理室)               災害防止基本法準拠 
         
 
広島市地域強靭化計画(危機管理室)               国土強靭化基本法準拠   
   国土強靭化基本計画 
         広島県地域強靭化計画 
 
   土砂災害防止法、災害救助法など対応施策に準拠 
出所: 広島市危機管理課よりヒアリングし、筆者作成 


































































表 5.9 災害と調査報告書作成 
 
出所: 広島市「平成 26 年の災害」、「平成 30 年 7 月豪雨災害の記録」を元に筆者作成 
 
② 広島市の防災評価の困難化要因 
広島市の防災評価を難しくしている主な要因は、次の 5 つと考えられる。 
a. P-D-C-Aのサイクルによる教訓取得をしても、豪雨災害が 1999年の発生後、2014 年ま
で 15年の時間差が発生している。 
b. 平均年間災害発生件数が低い(1956 年～2018 年の 63 年間に 271 の災害が発生してい
るが、これは平均年間 4件程度の災害しか起こっていないを示している)。 









平成26年豪雨 2014年8月27日 8名　学識経験者 2015年5月














































































































2015年国勢調査ベースでは、総人口 1,475千人、65歳以上人口 279千人(高齢化率 19%)、
外国人 25 千人、人口集中地域人口 1,462 千人(99%)、昼間人口 265 千人(注 13)となってい
る。昼間人口が少ないことから、衛星都市としての機能を持っていることが伺える。 





















































図 5.10 川崎市の市街化推移 
 
(2) 川崎市の防災体制 














出所: 川崎市 政策の方向性と本市の取組 ～「防災分野」～を元に筆者作成 
図 5.11 川崎市の防災政策体系 
 
(3)  防災関係予算 
2016年開始の総合計画「かわさき 10 年戦略」(注 14)では、まちに活気や活力をもたら
す「成長」、市民に安心やうるおいを与え、まちに対する愛着を育てる「成熟」、成長と成
熟の好循環を支える「基盤」作りの３つの視点で、７つの戦略を設定している。防災関係
は第 1 の戦略として、「みんなで守る強くしなやかなまち」をめざすとしている。 
防災関係予算は、a.国土強靭化・地震防災戦略の推進、b. まち全体の耐震化など、c. 災
害時の拠点となる本庁舎等の建て替え、d. 上下水道機能の安定確保、e. 気候変動への対応、
f. 消防力の強化・救急医療体制の強化の 6つの項目から構成されている。 




   出所: 川崎市 財政を元に筆者作成 


































 川崎市の防災に対する対応について満足・まあ満足の回答は 2013 年 53%、2014 年




































年 月 災害種類 死者 負傷者 重傷者 軽症者 行方不明 罹災者数
1948 8 竜巻 3 106 44 62 300
9 台風アイオン 19 23 11
1949 8 台風キティ 1 11
1950 6 水害 2 4
1952 6 台風ダイナ 4 8 1
1956 10 水害 10 8
1958 9 台風狩野川 19 11
1978 2 風害 6
1979 10 台風20号 6
1989 8 台風12号 6 12 9 3
1998 1 9
2004 10 台風22号 4 1 3
2007 9 台風9号 5 1 4 2
2009 10 台風18号 5 1 4
2010 4 強風 1 4
2011 2 大雪 1
3 地震(東日本) 1 5 12
9 台風15号 14




2013 1 大雪 1 1




2014 2 大雪 3 1
2 大雪 1 4
5 地震(東日本) 1
10 台風18号 1




2016 4 強風 7
5 強風 1
8 台風7号 1





















b. 年間降水量  





(a) 日降水量 50mm 以上の日数 
1980年以降、有意な増加傾向がみられる。 
(b) 1 時間に 30mm 以上の降雨 



































   注: 観光客数を川崎市内の観光施設の入込み人数としている  
出所: 川崎市 観光客数を元に筆者作成 
図 5.13 観光客数推移 
 
(10) 課題解消策 




























注 1. 土石流、地すべり、がけ崩れにより、家屋や公共施設に被害が発生した事象に 
より、家屋や公共施設に被害が発生した事象を指している。 
注 2. この背景として、1973 年 7 月災害では、451 名の死者が出ているが、熊本県天草市





注 3.  昭和 60年(1985 年)で大きく伸びているが、これは、五日市町との合併による。 
  合併日:1985 年 3 月 20 日、五日市町の 1980年 10月 1日現在の人口は 87,325人。 
注 4. 広島市の地域別人口は、「1955年までは戦前とあまり変わらなかった都心部よりバス
























注 5.  被災地が隣接した町村に、安芸北区(平成 11 年亀山と平成 26 年可部)がある。 




注7.  2003年3月31日に全国で初めて広島県知事により土砂災害警戒区域が指定された。 
注 8. 2014 年被災の翌年の 2015 年予算よりも以降の予算額は多くなっている。ただし、
2018年度予算は減少している。 

































































         表 6.1 自主防災組織の組成状況    単位:市町村、世帯 
 








       表 6.2 自主防災組織の平常時と発災時の活動  単位: 組織 
 
 
出所: 消防庁、平成 30 年版消防白書付属資料 
 
(3) 宮城県の例に見る自主防災組織の有効性 
宮城県は、2014 年 10月 30 日～11 月 20 日に、宮城県内の市町村のうち、仙台市を除い


































































































































































































 調査は、2019 年 11月 30日に青森中央学院大学学生研究発表会の場(11名)、2019 年 12
月 25日ノースアジア大学集中講義時(19名)および 2019年 12月 25日八戸学院大学学生(70













 大学が行う避難訓練の参加状況は表 6.3 の通り、性別にかかわらず不参加の学生が多く、
その理由は、知らなかった、他に用事があったが主な理由となっている。 
 
表 6.3 避難訓練参加状況 
 




今回調査でも同様に、倒れている被災者を見たら必ず助けるという意識は、表 6.4 の通り、 
多数の学生が助けるとしており、先行研究に沿った内容となっている。 
 
表 6.4  倒れている被災者を見たら必ず助ける 単位:人 
 
出所:表 6.3 と同じ 
 
③ 救助技術 











男性 62 96 158
女性 14 42 56





男性 14 13 145
女性 2 12 48
110 
 
表 6.5 救助技術性別止血方法知識  単位:% 
止血方法             骨折の手当 
 
出所:表 6.3 と同じ 
 
➃ 学生が住んでいる県や市の防災情報 











            表 6.6 自主防災組織を知っているか (性別) 単位:% 
 
             出所: 表 6.3 と同じ 
  
b. 自主防災組織に加わりたい 






78 名の学生が回答し、就職に有利 9 名、見聞が広がる 49 名、コミュニティデビュー13
名、ご近所と仲良くなれる 7名、自分の力で役立つなら入りたい 1名となっている。 
⑥ 自由記述意見 
a. 災害発生・情報について 















 (b) 訓練をしないと知らないことが多過ぎて怖い 
 (c) 被災体験をしないと防災意識は高まらない 
 (d) 自分の命を守るのが最優先だ 
b. 防災活動の有用性 
 (a) 避難場所、防災道具の用意があれば安心できる。 
 (b) 最近自然災害が頻発しているから注意すべきだ 
 (c) 東日本大震災の体験から、防災情報は知っておくべきだと思う 
 (d) 被災時に火を消す、ブレーカーを落とすなど、細かい事をやれば 2次災害を防げる 
c. 防災活動の推進 
 (a) 住民の意識を高めるには子供会などの地域コミュニティが積極的に活動すべき 
 (b) 熊本地震を体験したが、飲める水確保の方法を身に付けた方が良い 
 (c) 防災は公助中心で行うべきだ 
 (d) 防災の知識・技術は状況によって変えることができるようにしておくべき 
 (e) 災害の話は良く聴くが、防災の話は少ない。メディアで定期的に流すと良い 
 (f) 被災者の体験話を聞くことは有益 
 (g) 自己責任であることを徹底すべき 
d. 課題 
 (a) 意識の無い女性被災者の衣服を緩めて救助すると後で問題になる 
 (b) 発災時に体育館を避難所にしてもプライベートが保てずストレスになりそう 
 (c) 東日本大震災を体験し、防災士の資格を持っているが、避難場所も知らない 
 (d) 今大学にいるが、災害が発生したらどう避難したら良いか分からない 
 (e) 避難所への案内が分かりやすくなって欲しい 
 (f) 被災体験は劣化する 
 (g) 最近の巨大災害に対する訓練が無い 
 (h) 防災は情報伝達の改善を考えるべきだ 






















































































 ① χ2=11.073、自由度 4、 P<.05 n=216 ② χ2=19.592、自由度 5、p<.01、n=216 
③ χ2=3.996、自由度 1、P<.05、n=204   ➃ χ2=14.019、自由度 5、P<.05、n=222 
(2) 防災ボランティア参加体験 
 ① χ2=14.019、自由度 5、p<.05、n=216   ② χ2=35.821、自由度 20、 P<.05 n=222 
③ χ2=55.079、自由度 25、P<.01<n=223  ➃ χ2=37.427、自由度 20、 P<.01 n=214 
➄ χ2=31.900、自由度 20、 P<.05 n=223 ⑥ χ2=33.462、自由度 20、 P<.05 n=223 
  ⑦ χ2=34.444、自由度 20、 P<.05 n=222  ⑧χ2=67.378、自由度 20、p<.01、n=213  
⑨ χ2=33.007、自由度 20、 P<.05 n=223➉ χ2=33.408、自由度 20、 P<.05 n=223 
  ⑪ χ2=35.090、自由度 20、P<.05 n=222  ⑫ χ2=34.337、自由度 20、 P<.05 n=223 
  ⑬ χ2=32.570、自由度 20、P<.05 n=219 
(3) 自主防災組織に参加したい 
 ①χ2=70.135、自由度 25、 P<.01 n=219 
出所: 筆者作成 




























































































































注 1. 阪神・淡路大震災では、生き埋めになった被災者のうち消防、警察、自衛隊などの 
プロ組織による救助は 2.5%、自力、家族、隣人等による自助・共助での救出は 97.5% 
だった(日本火災学会、1996)。 
注 2. 東日本大震災により、大規模広域災害の場合は特に必要であることが認識されている。 























注 4.学生が意識する災害は、地震 89.4%、竜巻 40.4%、津波 27.7%、河川の氾濫 25.5%、
土砂災害 17%、火山の噴火 12.8%、大雪 8.5%、高潮 2.5%、想像したことない 6.4%と
なっている。この災害に対する防災活動として重点的にやるべきなのは、自助 21.3%、
共助 27.7%、公助 10.6%、自助・共助・公助のバランス 40.4%となっているとしている。 
注 5. 愛媛大学公開講座防災士養成講座は毎年開講している。学生防災リーダープロジェク
トの基礎になる環境防災学も毎年開講しており、令和 2年度は集中講義を 2回開講する。
令和 3 年度には、単位互換大学を現行の 3 校から 5 校に拡大する予定となっている(愛
媛大より筆者聴取)。 

































  第 3 章の表 3.1「現行の防災制度を阻害する要因」について、第 4 章から第 6 章まで
の各章で確認された阻害要因は表 7.1 のように一般化できる(本章末に掲載)。 
(2) 要因間の関係 
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